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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　躯体天井部から垂下する複数の吊りボルト間に架設される複数の野縁受けや振れ止めな
どのチャンネル状の天井下地材に対して、その上面側又は下面側に直交させて配設される
チャンネル状の耐震用補強下地材を連結固定するための下地材固定金具であって、
　該下地材固定金具は、直交する下地材の開口側から配設されるよう、下側下地材の裏面
側上面部と上側下地材の下面部に跨って支持受けする略矩形状の下面支持片を有する下面
固定部材と、上側下地材の裏面側下面部と下側下地材の上面部に跨って支持受けする略矩
形状の上面支持片を有する上面固定部材とを組みとして上下一対に備えると共に、
　前記下面支持片に、上側下地材の側面部に係合してビス固定される立上り固定片を折曲
形成する一方、前記上面支持片に、下側下地材の側面部に係合してビス固定される垂下固
定片を折曲形成せしめて、
　前記下面支持片と上面支持片とを、挿通された締結手段の締め付け操作によって挟み込
み挟持させた状態で、対面する下地材の上面部と下面部同士を互いに圧着させて挟持固定
可能に構成し、
　直交する下地材同士を、前記下面固定部材と上面固定部材とによる前記挟持固定状態で
組み付け調整を行いつつ、前記立上り固定片と垂下固定片とをそれぞれビス固定すること
により位置ズレ規制可能に構成されていることを特徴とする下地材固定金具。
【請求項２】
　請求項１において、前記下面支持片と上面支持片とは、それぞれ湾曲状に形成され、直
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交する下地材の開口側に延出する面域に穿設せしめたボルト挿通孔を介して、前記締結手
段による締め付け操作を行うべく構成されていることを特徴とする下地材固定金具。
【請求項３】
　請求項１又は２において、前記下面固定部材と上面固定部材とは、直交する下地材に配
置した際に、案内片と案内孔とによる遊挿係合関係をもって、互いの位置合わせが行える
よう構成されていることを特徴とする下地材固定金具。
【請求項４】
　請求項１乃至３の何れかにおいて、前記下面固定部材と上面固定部材は、直交する下地
材の開口側となる勝手違いの配設に対応すべく、前記立上り固定片を前記下面支持片の一
端側となる略中央部位に設けると共に、前記垂下固定片を前記上面支持片の両端側に一対
として設けることにより、略左右対称に形成されていることを特徴とする下地材固定金具
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に耐震性が求められる天井下地において、野縁受けや振れ止めなどの天井
下地材に直交させて配設される耐震用の補強下地材を連結固定するための下地材固定金具
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、在来天井は、所定の間隔を存して躯体天井部に垂下される複数の吊りボルトと
、これら吊りボルト間の下端部に野縁受けハンガーを介して支持されるチャンネル状の野
縁受け（天井下地材）と、上方に開口する両側面部の上端内方に逆Ｕ字状溝を有し、野縁
取付金具を介して野縁受けに取り付けされる複数のチャンネル状の野縁（天井下地材）と
、野縁にビス止めされる天井パネルとから構成される。
　また、必要において、吊りボルトの間隔を維持して振れ止め規制するために、複数の吊
りボルト間にチャンネル状の振れ止め（天井下地材）が架設されるが、さらに耐震性を向
上させるために、吊りボルトに取り付けられた野縁受けや振れ止めなどの天井下地材に対
して、その上面側又は下面側にチャンネル状の耐震用補強下地材を直交させて配設し、両
者を下地材固定金具を介して連結固定することで施工される。
【０００３】
　ところで従来、これら耐震用の補強下地材を連結固定するために用いられる下地材固定
金具は、野縁受けや振れ止め用の天井下地材に耐震用の補強下地材を直接面当てさせた状
態で固定されるようになっており、特許文献１のものでは、下地材固定金具（チャンネル
クロス金具５）を、野縁受け（チャンネル２ａ）の厚さ幅に適合して、その上面部側から
被嵌されるよう下向きＵ字状に折曲形成し、野縁受けから対向垂下せしめた垂下面をコ字
状に切欠き形成し、この切欠き部に補強下地材（チャンネル２ｂ）を外嵌させ、野縁受け
の上面部側から止めネジ（７）で締め付け固定するように構成されたものが知られている
（図５参照）。
　また、特許文献２や３のもののように、野縁受け（５、３）の側面部に面当てされる直
交方向に９０度折曲形成したＬ字状の板状固定片をビス固定しながら組み付けていくよう
にした下地材固定金具（連結金具１３、吊金具用補強金具１２）なるものが知られている
（特許文献２の図５、特許文献３の図２参照）。
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に開示されたものでは、止めネジ（７）を螺入することで、
止めネジ（７）の先端を野縁受けの上面部に締め付けして、野縁受けの下面部と補強下地
材の上面部とを密着させて固定する構造となっているため、施工時に、止めネジ（７）に
よる締め付け具合で下地材の直角度やレベル出しなどの組み付け調整を行うことができる
利点があるものの、地震等の揺れを受けると、止めネジ（７）の先端に集中負荷が加わっ
て野縁受けの上面部に変形を生じたり、野縁受けと補強下地材の締め付け強度が弱まり、
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両者間にガタツキや位置ズレが生じて、さらには補強下地材が切欠き部から抜け落ちてし
まうという危惧がある。
【０００５】
　また、特許文献２や３に開示されたものでは、下地材同士を直接ビス固定しながら組み
付け施工していくため、組付け後に直角度やレベル出しなどの組み付け調整を行うことが
できないだけでなく、地震等の揺れを受けると、板状固定片の板面が折曲して金具自体が
変形してしまうため、野縁受けと補強下地材との密着面が離間しガタツキを生じ、しかも
、ねじれを含む振動負荷を繰り返し受けると、両者間の離間・圧接が繰り返され、甚だし
くは金具自体の破損を招来するという耐震強度上の欠点を有している。
　したがって、これら従来のもののように、直交対面する下地材の上面部と下面部とを直
接面当てさせ、上側下地材と下側下地材の上面部や側面部に対してネジ押さえし、又はネ
ジ止めする構造のものでは、何れのものも、一方の下地材が水平方向に揺れを受けると、
他方の下地材がその厚さ幅方向に傾動する揺れやねじれを受けるというような振動負荷に
よって、直交面当てされた下地材同士の密着面が離間し、両者間にガタツキ生じるという
連結強度上の問題があり、連結固定された耐震用の補強下地材に対する所望の耐震性能を
得ることができない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１０－０６１０９０号公報
【特許文献２】特開２００２－０８８９６９号公報
【特許文献３】特開２００８－０５０７８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記の如き問題点を一掃すべく創案されたものであって、天井下地における
上下の下地材同士を直交して直接面当てさせた状態で連結固定して施工されるものであり
ながら、直交する下地材の開口側から配設される下面固定部材と上面固定部材とにより、
挿通された締結手段の締め付け操作によって挟み込み挟持させた状態で、対面する下地材
の上面部と下面部同士を互いに押圧密着させて圧接挟持できるようにし、この挟み込み挟
持させた状態で締結手段の緊緩操作の締め付け具合によって、直角度やレベル出し、位置
決めなどの組み付け調整を行うことができるようにし、確りと圧接挟持した状態の後に、
更に下地材同士を、立上り固定片と垂下固定片とによってそれぞれビス固定することがで
きるので、組付け剛性強度を高め、強固に連結固定した状態とすることができ、地震等の
揺れで水平方向やねじれ、傾斜方向の振動を受けた際に、直接面当て配設された下地材同
士の振動による滑りや離間、ガタツキ、位置ズレを確実に防止することができ、脱落の心
配もなく連結固定強度を長期に亘って維持し耐震性能を向上させることのできる下地材固
定金具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために本発明の下地材固定金具は、躯体天井部から垂下する複数の
吊りボルト間に架設される複数の野縁受けや振れ止めなどのチャンネル状の天井下地材に
対して、その上面側又は下面側に直交させて配設されるチャンネル状の耐震用補強下地材
を連結固定するための下地材固定金具であって、該下地材固定金具は、直交する下地材の
開口側から配設されるよう、下側下地材の裏面側上面部と上側下地材の下面部に跨って支
持受けする略矩形状の下面支持片を有する下面固定部材と、上側下地材の裏面側下面部と
下側下地材の上面部に跨って支持受けする略矩形状の上面支持片を有する上面固定部材と
を組みとして上下一対に備えると共に、前記下面支持片に、上側下地材の側面部に係合し
てビス固定される立上り固定片を折曲形成する一方、前記上面支持片に、下側下地材の側
面部に係合してビス固定される垂下固定片を折曲形成せしめて、前記下面支持片と上面支
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持片とを、挿通された締結手段の締め付け操作によって挟み込み挟持させた状態で、対面
する下地材の上面部と下面部同士を互いに圧着させて挟持固定可能に構成し、直交する下
地材同士を、前記下面固定部材と上面固定部材とによる前記挟持固定状態で組み付け調整
を行いつつ、前記立上り固定片と垂下固定片とをそれぞれビス固定することにより位置ズ
レ規制可能に構成されていることを特徴とするものである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明は、上記のように構成したことにより、天井下地における上下の下地材同士を直
交して直接面当てさせた状態で連結固定して施工されるものでありながら、直交する下地
材の開口側から配設される下面固定部材と上面固定部材とにより、挿通された締結手段の
締め付け操作によって挟み込み挟持させた状態で、対面する下地材の上面部と下面部同士
を互いに押圧密着させて圧接挟持することができるだけでなく、この挟み込み挟持させた
状態で締結手段の緊緩操作の締め付け具合によって、直角度やレベル出し、位置決めなど
の組み付け調整を行うことができ、確りと圧接挟持状態で連結固定することができ、更に
この挟持状態で、下地材同士を、立上り固定片と垂下固定片とによってそれぞれビス固定
されるので、更なる組付け剛性強度が高められ、強固な連結固定した状態とすることがで
きる。その結果、地震等の揺れで水平方向やねじれ、傾斜方向の振動を受けた際に、下側
下地材の角部に下面支持片の先端部が当接した状態と、上側下地材の角部に上面支持片の
先端部が当接した状態での取着を可能ならしめる下面支持片と上面支持片とによる挟圧固
定機能と、立上り固定片と垂下固定片とによる回動規制と固着機能との強固な共同連結固
定構造により、下面固定部材と上面固定部材とによる耐震共同作用により、振動負荷をし
っかりと受け止め、直交して直接面当て配設された下地材同士の振動による滑りや離間、
ガタツキ、位置ズレを確実に防止することができ、脱落の心配もなく各面が密着された良
好な状態を長期に亘って維持し、連結固定強度や耐震性能を飛躍的に向上させることので
きる。

【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態に係る天井下地の要部斜視図である。
【図２】本発明の実施形態に係る下地材固定金具であって、（Ａ）は下面固定部材の正面
図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は底面図、（Ｄ）は平面図である。
【図３】本発明の実施形態に係る下地材固定金具であって、（Ａ）は上面固定部材の正面
図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は平面図、（Ｄ）は底面図である。
【図４】本発明の実施形態に係る下地材固定金具の下面固定部材と上面固定部材の組付け
状態を示す説明斜視図である。
【図５】下地材固定金具を直交する下地材の開口側から取付けした状態を示し、（Ａ）は
補強下地材を野縁受けに連結固定した状態を示す断面図、（Ｂ）は補強下地材を野縁受け
に連結固定した状態を示す正面図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態を好適な実施の形態として例示する耐震用の補強下地材の下
地材固定金具を図面に基づいて詳細に説明する。図１は、本発明の実施形態に係る天井下
地の要部斜視図である。この図に示す天井下地には、躯体天井部から所定の間隔を存して
垂下される複数の吊りボルト１と、複数の吊りボルト１間に野縁受けハンガー２１を介し
て吊りボルト１の下端部に支持される野縁受け２（下側天井下地材）と、野縁受け２の上
面側や、必要において躯体天井部と野縁受け２との間に図示しない振れ止め固定金具を介
して水平状に架設される振れ止め（下側天井下地材）に対し、直交させて配設される耐震
用の補強下地材３（上側天井下地材）が含まれている。
【００１２】
　野縁受けハンガー２１は、側面視略し字状に形成され、例えば、吊りボルト１の下端部



(5) JP 6489307 B2 2019.3.27

10

20

30

40

50

に上下位置調整可能に連結され、野縁受け２は、野縁受けハンガー２１によって支持され
ると共に、吊りボルト１に対する野縁受けハンガー２１の位置変更によって、上下位置が
調整される。
　野縁受け２は、側方が開口する断面コ字状のチャンネル材からなり、天井部に所定の間
隔を存して並列状に割り付けされる。このとき、野縁受け２は、図示しない躯体壁部に当
接しない短めの長さに予め加工され、その両端部が野縁受け固定金具を介して躯体壁部に
固定される。
【００１３】
　本実施形態の耐震用の補強下地材３は、野縁受け２や振れ止めなどの天井下地材と略同
一の板厚、形状、大きさからなる側方が開口する断面コ字状のチャンネル材であり、吊り
ボルト１に取り付けされた野縁受け２と振れ止めなどの天井下地材に対して、それぞれ何
れか一方の上面側（又は下面側）となる吊りボルト１間に、任意の数だけ直交させて水平
状に架設される梁タイプとなっている。そして、本発明の実施形態に係る下地材固定金具
４を用いて、耐震用の補強下地材３が野縁受け２と振れ止めなどの天井下地材に直交させ
て連結固定されるようになっている。
【００１４】
　図２、図３、図４は本発明の実施形態に係る下地材固定金具を示し、図２の（Ａ）、（
Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）は下面固定部材の正面図、側面図、底面図、平面図であり、図３の
（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）は上面固定部材の正面図、側面図、平面図、底面図であ
り、図４は下地材固定金具の下面・上面固定部材の組付け状態を示す斜視図である。これ
らの図に示すように、下地材固定金具４は、板厚が１．６ｍｍの厚板材を用い、下側に配
設される下側下地材となる野縁受け２や振れ止めなどの天井下地材の上側に直交して配設
される上側下地材となる補強下地材３（天井下地材）の開口側から配設される下面固定部
材４１と上面固定部材４２とを組みとして上下一対に構成される。
【００１５】
　下面固定部材４１は、下側下地材となる野縁受け２の裏面側上面部と上側下地材となる
補強下地材３の下面部に跨って支持受けする略矩形状の下面支持片４１１と、下面支持片
４１１の一端側の略中央に補強下地材３の側面部に係合してビス固定されるよう折曲され
た立上り固定片４１２とを有して、全体がプレス成型により一体に形成される。
　下面支持片４１１は、中央の平面部４１ａから両側に僅かな傾斜角をもって傾斜面部４
１ｂ、４１ｂが折曲され、全体が直交する下地材の開口側に延出する面域を有して左右対
称となる湾曲皿状に形成されており、直交する下地材の開口側の向きが異なっていても、
一方の傾斜面部４１ｂの先端部を野縁受け２の裏面側上面部の角部に当接させた状態から
、他方の傾斜面部４１ｂの先端部が補強下地材３の下面部に当接され、直交する下地材の
板厚分の段差を吸収して傾斜状に跨らせて支持受け配設してセットできるようになってい
る。
【００１６】
　平面部４１ａには、締結手段５としての角根丸頭ボルト５ａの角根部分が挿入される角
形のボルト挿通孔４１４と、後述する上面固定部材４２の案内片４２４が挿入される長形
の案内孔４１５とが、それぞれ野縁受け２の長手方向に遊挿係合可能に穿設されている。
　立上り固定片４１２は、平面部４１ａの一端側に細幅面を介して左右に膨出する広幅面
有して、野縁受け２の上面部先端部分が挿入される立上り寸法を存して開口側が背反する
正面視横向きの凹溝状部４１６、４１６が形成されており、この広幅面に補強下地材３の
側面部にビス固定するためのビス孔４１３が穿設されている。つまり、傾斜面部４１ｂの
先端部から凹溝状部４１６の溝底までの長さ幅は、傾斜面部４１ｂの先端部が野縁受け２
の裏面側上面部の角部に当接配設した際に、その上面部先端部分が凹溝状部４１６内に呑
み込み挿入した状態でセットできる幅に設定されており、地震等の揺れを受けた際に野縁
受け２の上面部先端部の滑りや離間、ガタツキ、位置ズレなどの規制に寄与する。
【００１７】
　上面固定部材４２は、直交する下側の野縁受け２の裏面側下面部と上側の補強下地材３
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の上面部に跨って支持受けする略矩形状の上面支持片４２１と、上面支持片４２１の両側
端から野縁受け２の側面部に係合してビス固定されるよう折曲された左右対称の垂下固定
片４２２、４２２と、上面支持片４２１の基端側となる垂下固定片４２２、４２２間の中
央に、前記案内孔４１５に遊挿係合関係をもって挿入される案内片４２４とを有して、全
体がプレス成型により一体に形成される。
　上面支持片４２１は、中央の平面部４２ａから両側に僅かな傾斜角をもって傾斜面部４
２ｂ、４２ｂが折曲され、全体が直交する下地材の開口側に延出する面域を有して湾曲皿
状に形成されており、直交する下地材の開口側の向きが異なっていても、案内片４２４を
案内孔４１５に遊挿係合させた状態で、上面固定部材４２を野縁受け２の長手方向にスラ
イド操作して位置合わせ調整を行うことで、傾斜面部４２ｂの先端部を補強下地材３の裏
面側下面部の角部に当接させた状態から、案内片４２４側の傾斜面部４２ｂの先端部を野
縁受け２の上面部に当接させ、直交する下地材の板厚分の段差を吸収して傾斜状に跨らせ
て支持受け配設してセットできるようになっている。
【００１８】
　平面部４２ａには、前記ボルト挿通孔４１４の対応位置に角根丸頭ボルト５ａのボルト
挿通孔４２５が穿設され、ボルト挿通孔４２５により回り止め状態で、直交する下地材の
開口側コーナー部位に突出配設された角根丸頭ボルト５ａへのナット５ｂの締め付け操作
で挟み込み固定できるようになっている。
　垂下固定片４２２、４２２は、平面部４２ａの両端側に細幅面を介して案内片４２４側
に膨出する広幅面有して、斜面部４２ｂが折曲し易いように横向きの凹溝状部４２６が形
成されており、この広幅面に野縁受け２の側面部にビス固定するためのビス孔４２３、４
２３がそれぞれ穿設されている。また、補強下地材３の裏面側下面部の角部に当接される
傾斜面部４２ｂの先端部から垂下固定片４２２までの長さ幅は、補強下地材３の下面部の
幅よりも僅かに広幅に設定されている。
【００１９】
　次に、本発明の実施態様に係る下地材固定金具４を、吊りボルト１に固定された野縁受
け２や振れ止めを下側下地材とし、耐震用の補強下地材３を上側下地材として直交配設さ
せた場合の取付手順について、図１および図５（Ａ）、（Ｂ）に基づいて説明する。これ
ら図に示すように、先ず、補強下地材３を野縁受け２、２間に懸架して載置させておき、
下面固定部材４１の角形のボルト挿通孔４１４に角根丸頭ボルト５ａを挿入した状態で、
野縁受け２の開口側からその裏面側上面部の角部に、傾斜面部４１ｂの先端部を当接させ
、補強下地材３の側面部に立上り固定片４１２を係合させてセットする。次いで、上面固
定部材４２のボルト挿通孔４２５に角根丸頭ボルト５ａを挿入し、案内片４２４を案内孔
４１５に挿入させた状態で、傾斜面部４２ｂの先端部を補強下地材３の裏面側下面部の角
部に当接させ、野縁受け２の側面部に垂下固定片４２２を係合させてセットし、角根丸頭
ボルト５ａにナット５ｂを螺入して締め付け操作することで、仮組付け固定する。
【００２０】
　同様に隣設する野縁受け２に対して補強下地材３を仮組付け固定し、直角度やレベル出
し、位置決めなどの組み付け調整を行なって、ナット５ｂを締め付け操作する。この締め
付け操作による組み付け調整時に、下面固定部材４１の傾斜面部４１ｂの先端部を野縁受
け２の裏面側上面部の角部への当接と、立上り固定片４１２を補強下地材３の側面部への
面当て調整を行う。この状態で、上面固定部材４２をスライド調整して、傾斜面部４２ｂ
の先端部を補強下地材３の裏面側下面部の角部への当接面当てと、垂下固定片４２２を野
縁受け２の側面部への面当て調整を行う。この位置合わせセットの調整操作は案内片４２
４によりスムーズに行うことができ、位置合わせセット後にナット５ｂを締め付け操作し
て本固定する。これにより、下面固定部材４１と上面固定部材４２とが、両下地材同士を
接触状態で挟み込んだ圧接挟持された状態で確りと連結固定され、その後、立上り固定片
４１２と垂下固定片４２２を、それぞれビス孔４１３、ビス孔４２３を介してドリルビス
により両下地材のそれぞれの側面部にビス固定して取付作業が完了する。なお、下地材の
裏面側角部はＲ状になっており、傾斜面部４１ｂと傾斜面部４２ｂの先端部を厳格に当接
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させなくとも良く、位置ズレ規制可能な状態での当接であれば良い。
【００２１】
　この圧接挟持させた状態における連結固定状態では、組みとなる下面固定部材４１の下
面支持片４１１と、上面固定部材４２の上面支持片４２１がそれぞれ湾曲皿状に形成され
ており、その傾斜面部４１ｂと傾斜面部４２ｂのそれぞれ一方の先端部が下地材の角部へ
傾斜下角部が線状に当接支持受けされた状態となり、この線状支持受け状態を基点として
、他方の傾斜面部４１ｂと傾斜面部４２ｂの先端部がそれぞれ直交する補強下地材３の下
面部と野縁受け２の上面部とに跨って線状に当接支持受けされた状態となって、下地材の
板厚分の段差を吸収して傾斜状に圧接挟持されると共に、直交する下地材の開口側に延出
する面域における他方の傾斜面部４１ｂと傾斜面部４２ｂの先端部同士も、それぞれが板
厚分を吸収した傾斜状態で点状に圧着支持受けされる。
【００２２】
　この様に、湾曲形成された面同士を対向させ、弾圧剛性をもって、両下地材同士を直接
面当てした状態で強固に挟み込んで圧接挟持させた状態とした後に、立上り固定片４１２
と垂下固定片４２２を両下地材のそれぞれの側面部にビス固定することで確実に位置ズレ
規制した状態で連結固定することができるようになっている。
　つまり、圧接挟持による連結固定だけでは、地震等により、直角度を狭角・広角する方
向のねじれや、傾斜方向の振動を受けた際に、対面する下地材同士の位置ズレを生じる危
惧があるが、その発生を防止することができると共に、その振動負荷を、垂下固定片４２
２と傾斜面部４１ｂの先端部、立上り固定片４１２と傾斜面部４２ｂの先端部、凹溝状部
４１６などの各部の共同作用によって下地材が挟持された状態が確保され、締結手段５や
案内片４２４と共に、しっかりと受け止めて、挟持された下面固定部材４１と上面固定部
材４２同士は勿論、直交する下地材同士の滑りや離間、ガタツキ、位置ズレなどが規制さ
れ、これらの発生や変形が防止されて耐震強度を向上することができる。
　なお、下面支持片４１１と上面支持片４２１を湾曲形成したが、下地材の板厚分の段差
を吸収して配設できるよう段差状やコ字状に折曲形成しても良く、その形状は任意である
。
【００２３】
　叙述の如く構成された本発明の実施の形態において、いま、天井部の下地施工において
、耐震用の補強下地材３を下地材固定金具４を介して野縁受け２や振れ止めに直交配設さ
せて取り付けるのであるが、本発明にかかる下地材固定金具４は、直交する下地材の開口
側から配設されるよう、下側下地材（野縁受け２や振れ止め）の裏面側上面部と上側下地
材（補強下地材３）の下面部に跨って支持受けする略矩形状の下面支持片４１１を有する
下面固定部材４１と、上側下地材の裏面側下面部と下側下地材の上面部に跨って支持受け
する略矩形状の上面支持片４２１を有する上面固定部材４２とを組みとして上下一対に備
えると共に、下面支持片４１１に、上側下地材の側面部に係合してビス固定される立上り
固定片４１２を折曲形成する一方、上面支持片４２１に、下側下地材の側面部に係合して
ビス固定される垂下固定片４２２を折曲形成せしめて、下面支持片４１１と上面支持片４
２１とを、挿通された締結手段５（角根丸頭ボルト５ａとナット５ｂ）の締め付け操作に
よって挟み込み挟持させた状態で、対面する下地材の上面部と下面部同士を互いに圧着さ
せて挟持固定可能に構成し、直交する下地材同士を、下面固定部材４１と上面固定部材４
２とによる前記挟持固定状態で組み付け調整を行いつつ、立上り固定片４１２と垂下固定
片４２２とをそれぞれビス固定することにより位置ズレ規制可能に構成されている。
【００２４】
　この様に構成すると、天井下地における上下の下地材同士（野縁受け２や振れ止めと耐
震用の補強下地材３）を直交して直接面当てさせた状態で連結固定して施工されるもので
ありながら、直交する下地材の開口側から配設される下面固定部材４１と上面固定部材４
２とにより、挿通された締結手段５の締め付け操作によって挟み込み挟持させた状態で、
対面する下地材の上面部と下面部同士を互いに押圧密着させて圧接挟持することができる
だけでなく、この挟み込み挟持させた状態で締結手段５の緊緩操作の締め付け具合によっ
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て、直角度やレベル出し、位置決めなどの組み付け調整を行うことができ、確りと圧接挟
持状態で連結固定することができる。更にこの挟持状態で、下地材同士を、立上り固定片
４１２と垂下固定片４２２とによってそれぞれビス固定するので、更なる組付け剛性強度
が高められ、強固な連結固定した状態とすることができる。
【００２５】
　その結果、地震等の揺れで水平方向やねじれ、傾斜方向の振動を受けた際に、下側下地
材の角部に下面支持片４１１の先端部が当接した状態と、上側下地材の角部に上面支持片
４２１の先端部が当接した状態での取着を可能ならしめる下面支持片４１１と上面支持片
４２１とによる挟圧固定機能と、立上り固定片４１２と垂下固定片４２２とによる回動規
制と固着機能との強固な共同連結固定構造により、下面固定部材４１と上面固定部材４２
との耐震共同作用により、振動負荷をしっかりと受け止め、直交して直接面当て配設され
た下地材同士の振動による滑りや離間、ガタツキ、位置ズレを確実に防止することができ
、脱落の心配もなく各面が密着された良好な状態を長期に亘って維持し、連結固定強度や
耐震性能を飛躍的に向上させることのできる。
【００２６】
　また、下面支持片４１１と上面支持片４２１とは、それぞれ湾曲状に形成され、直交す
る下地材の開口側に延出する面域に穿設せしめたボルト挿通孔４１４を介して、締結手段
５（角根丸頭ボルト５ａとナット５ｂ）による締め付け操作を行うべく構成されている。
　この様に構成すると、下面支持片４１１（傾斜面部４１ｂ）と上面支持片４２１（傾斜
面部４２ｂ）のそれぞれ一方の先端部が下地材の角部へ線状に当接面当てされた状態とな
り、この線状面当て状態を基点として、他方の下面支持片４１１（傾斜面部４１ｂ）と上
面支持片４２１（傾斜面部４２ｂ）の先端部がそれぞれ直交する補強下地材３の下面部と
野縁受け２の上面部とに跨って線状に当接面当てされた状態となって、それぞれが一方の
下地材の板厚分の段差を吸収して傾斜状に圧接挟持することができると共に、直交する下
地材の開口側に延出する面域におけ先端部同士も、両者がそれぞれ板厚分を吸収した均等
な傾斜状態の同面で点状に圧着させることができ、対面する下地材の上面部と下面部同士
を互いに強固に押圧密着させて圧接挟持することができる。しかも、締結手段５は、締め
付け機能だけでなく、角根丸頭ボルト５ａが振動による位置ズレを規制する耐震規制部材
としても機能させることができ、振動負荷を、下面固定部材４１と上面固定部材４２と共
にしっかりと受け止めて、直交する下地材同士の滑りや離間、ガタツキ、位置ズレなどを
総合的に防止することができる。
【００２７】
　また、下面固定部材４１と上面固定部材４２とは、直交する下地材に配置した際に、案
内片４２４と案内孔４１５とによる遊挿係合する関係をもって、互いの位置合わせが行え
るよう構成されているので、下面支持片４１１と上面支持片４２１とを対向セットする作
業時に、野縁受け２の裏面側上面部の角部に、傾斜面部４１ｂの先端部を当接面当てさせ
た状態から、上面固定部材４２をスライド調整して、傾斜面部４２ｂの先端部を補強下地
材３の裏面側下面部の角部に当接面当てさせる位置合わせ調整を行うことができ、容易に
位置決めセットすることができ、上面固定部材４２を誤って落下させてしてしまうことも
ない。
【００２８】
　また、下面固定部材４１と上面固定部材４２は、直交する下地材の開口側となる勝手違
いの配設に対応すべく、立上り固定片４１２を下面支持片４１１の一端側となる略中央部
位に設けると共に、垂下固定片４２２を上面支持片４２１の両端側に一対として設けるこ
とにより、上側下地材（補強下地材３）の長手方向に略左右対称に形成されているので、
野縁受け２や補強下地材３の直交する下地材の開口側の向きが異なったり、上下の何れか
に配設されても、下地材の板厚分の段差を吸収して傾斜状に跨らせて配設セットすること
ができる。
【符号の説明】
【００２９】
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１　　　吊りボルト
２　　　野縁受け
２１　　野縁受けハンガー
３　　　補強下地材
４　　　下地材固定金具
４１　　下面固定部材
４１１　下面支持片
４１ａ　平面部
４１ｂ　傾斜面部
４１２　立上り固定片
４１３　ビス孔
４１４　ボルト挿通孔
４１５　案内孔
４１６　凹溝状部
４２　　上面固定部材
４２１　上面支持片
４２ａ　平面部
４２ｂ　傾斜面部
４２２　垂下固定片
４２３　ビス孔
４２４　案内片
４２５　ボルト挿通孔
４２６　凹溝状部
５　　　締結手段
５ａ　　角根丸頭ボルト
５ｂ　　ナット
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